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平成25年６月17日 

株主各位 
東京都多摩市落合一丁目4 7番地

テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社
 取締役社長 英   裕 治

 

第65回定時株主総会招集ご通知の一部修正について 
 
平成25年６月６日付にてご送付申し上げました当社第65回定時株主総会招集ご通知

の記載に一部修正が生じましたので、お詫び申し上げますとともに、下記のとおり修
正させていただきます。 

記 
＜修正の理由＞ 
ギブソン・グループが当社の株式を取得し親会社となったことに起因して、当社の

ドイツ子会社にて税務上の繰越欠損金が使用できなくなることが決算発表後に判明し
ました。当該事象は、修正後発事象としてドイツ子会社で計上していた繰延税金資産
７千万円を当期に取崩す必要があると判断されるため、連結において当期純損失２億
５千３百万円を３億２千３百万円に修正いたしました。これにより、総資産は196億
９千９百万円を196億１千９百万円に、純資産は43億２千３百万円を42億４千３百万
円に修正いたします。 
 
＜修正箇所＞ （修正箇所は下線を付して表示しております。） 
 ４頁 
1. 企業集団の現況に関する事項 
(1) 事業の経過及びその成果 
 
【修正前】 

（略） 
一方、米国販売子会社の繰延税金資産の回収可能性を検討した結果、一部取崩しが
発生したため、当期純損失は２億５千３百万円（前期当期純利益８千９百万円）と
なりました。 
（略） 
 

【修正後】 
（略） 
一方、米国販売子会社及び欧州販売子会社の繰延税金資産の一部取崩しが発生した
ため、当期純損失は３億２千３百万円（前期当期純利益８千９百万円）となりまし
た。 
（略） 
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 ７頁 
(7) 財産及び損益の状況 
 

【修正前】 

区  分 

第 62 期 
 

(平成22年３月期)

第 63 期 
 

(平成23年３月期)

第 64 期 
 

(平成24年３月期)

第 65 期 
(当連結会計年度) 

(平成25年３月期) 

売 上 高 （百万円） 40,739 36,867 26,696 22,236 

経 常 利 益 （百万円） 31 348 19 351 

当 期 純 利益 又は 
当期純損失 (△ ) 

（百万円） 64 △1,303 89 △253 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

（円） 0.22 △4.52 0.31 △0.88 

純 資 産 （百万円） 5,805 3,824 3,790 4,323 

総 資 産 （百万円） 26,933 21,289 19,637 19,699 

 

【修正後】 

区  分 

第 62 期 
 

(平成22年３月期)

第 63 期 
 

(平成23年３月期)

第 64 期 
 

(平成24年３月期)

第 65 期 
(当連結会計年度) 

(平成25年３月期) 

売 上 高 （百万円） 40,739 36,867 26,696 22,236 

経 常 利 益 （百万円） 31 348 19 351 

当 期 純 利益 又は 
当期純損失 (△ ) 

（百万円） 64 △1,303 89 △323 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

（円） 0.22 △4.52 0.31 △1.12 

純 資 産 （百万円） 5,805 3,824 3,790 4,243 

総 資 産 （百万円） 26,933 21,289 19,637 19,619 

 

 



 更新日時:2013/06/17 19:43:00 印刷日時:2013/06/17 19:44:00 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

（平成25年３月31日現在） 

(単位：百万円) 
 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）  

 流 動 資 産 15,081  流 動 負 債 8,265 

  現 金 及 び 預 金 4,422   支払手形及び買掛金 1,521 

  受取手形及び売掛金 5,252   短 期 借 入 金 4,468 

  商 品 及 び 製 品 3,381   リ ー ス 債 務 30 

  原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,262   未 払 金 287 

  前 払 費 用 244   未 払 費 用 1,200 

  繰 延 税 金 資 産 436   未 払 法 人 税 等 45 

  そ の 他 180   賞 与 引 当 金 252 

  貸 倒 引 当 金 △98   製 品 保 証 引 当 金 163 

 固 定 資 産 4,618   返 品 調 整 引 当 金 95 

  有 形 固 定 資 産 2,613   事業構造改善引当金 9 

   建 物 及 び 構 築 物 738   そ の 他 190 

   機械装置及び運搬具 250  固 定 負 債 7,110 

   工具、器具及び備品 227   長 期 借 入 金 299 

   土 地 1,321   リ ー ス 債 務 47 

   リ ー ス 資 産 75   繰 延 税 金 負 債 63 

  無 形 固 定 資 産 426   退 職 給 付 引 当 金 6,683 

   ソ フ ト ウ エ ア 78   資 産 除 去 債 務 10 

   そ の 他 347   そ の 他 5 

  投資その他の資産 1,578 負 債 合 計 15,375 

   投 資 有 価 証 券 1,326 （ 純 資 産 の 部 ）  

   破 産 更 生 債 権 等 223  株 主 資 本 8,205 

   敷 金 及 び 保 証 金 216   資  本  金 6,000 

   そ の 他 34   資 本 剰 余 金 306 

   貸 倒 引 当 金 △223   利 益 剰 余 金 2,006 

   自  己  株  式 △107 

  その他の包括利益累計額 △3,940 

   その他有価証券評価差額金 50 

   為 替 換 算 調 整 勘 定 △3,990 

  少数株主持分 58 

 純 資 産 合 計 4,323 

資 産 合 計 19,699 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,699 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 

 18 頁 
【修正前】 



 更新日時:2013/06/17 19:43:00 印刷日時:2013/06/17 19:44:00 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

（平成25年３月31日現在） 

(単位：百万円) 
 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）  

 流 動 資 産 15,001  流 動 負 債 8,265 

  現 金 及 び 預 金 4,422   支払手形及び買掛金 1,521 

  受取手形及び売掛金 5,252   短 期 借 入 金 4,468 

  商 品 及 び 製 品 3,381   リ ー ス 債 務 30 

  原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,262   未 払 金 287 

  前 払 費 用 244   未 払 費 用 1,200 

  繰 延 税 金 資 産 356   未 払 法 人 税 等 45 

  そ の 他 180   賞 与 引 当 金 252 

  貸 倒 引 当 金 △98   製 品 保 証 引 当 金 163 

 固 定 資 産 4,618   返 品 調 整 引 当 金 95 

  有 形 固 定 資 産 2,613   事業構造改善引当金 9 

   建 物 及 び 構 築 物 738   そ の 他 190 

   機械装置及び運搬具 250  固 定 負 債 7,110 

   工具、器具及び備品 227   長 期 借 入 金 299 

   土 地 1,321   リ ー ス 債 務 47 

   リ ー ス 資 産 75   繰 延 税 金 負 債 63 

  無 形 固 定 資 産 426   退 職 給 付 引 当 金 6,683 

   ソ フ ト ウ エ ア 78   資 産 除 去 債 務 10 

   そ の 他 347   そ の 他 5 

  投資その他の資産 1,578 負 債 合 計 15,375 

   投 資 有 価 証 券 1,326 （ 純 資 産 の 部 ）  

   破 産 更 生 債 権 等 223  株 主 資 本 8,134 

   敷 金 及 び 保 証 金 216   資  本  金 6,000 

   そ の 他 34   資 本 剰 余 金 306 

   貸 倒 引 当 金 △223   利 益 剰 余 金 1,935 

   自  己  株  式 △107 

  その他の包括利益累計額 △3,949 

   その他有価証券評価差額金 50 

   為 替 換 算 調 整 勘 定 △4,000 

  少数株主持分 58 

 純 資 産 合 計 4,243 

資 産 合 計 19,619 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,619 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 

【修正後】 



 更新日時:2013/06/17 19:43:00 印刷日時:2013/06/17 19:44:00 
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連 結 損 益 計 算 書 
   

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

科      目 金      額 

売 上 高 22,236 
売 上 原 価 12,772 

売 上 総 利 益 9,463 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,770 

営 業 利 益 693 
営 業 外 収 益  

受 取 利 息 4  
受 取 配 当 金 8  
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 4  
助 成 金 収 入 16  
保 険 解 約 返 戻 金 26  
そ の 他 72 131 

営 業 外 費 用  
支 払 利 息 175  
売 上 割 引 124  
手 形 売 却 損 7  
為 替 差 損 148  
そ の 他 18 473 

経 常 利 益 351 
特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 0  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4  
事 業 譲 渡 益 349  
持 分 変 動 利 益 4  
為 替 換 算 調 整 勘 定 取 崩 益 73  
そ の 他 9 440 

特 別 損 失  
固 定 資 産 除 売 却 損 0  
減 損 損 失 25  
特 別 退 職 金 141  
代 理 店 解 約 損 39  
関 係 会 社 閉 鎖 に 伴 う 損 失 217  
そ の 他 182 609 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 182 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 115  
過 年 度 法 人 税 等 16  
法 人 税 等 調 整 額 300 432 

少数株主損益調整前当期純損失 250 

少 数 株 主 利 益 2 
当 期 純 損 失 253 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 

 19 頁 
【修正前】 



 更新日時:2013/06/17 19:43:00 印刷日時:2013/06/17 19:44:00 
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連 結 損 益 計 算 書 
   

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

科      目 金      額 

売 上 高 22,236 
売 上 原 価 12,772 

売 上 総 利 益 9,463 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,770 

営 業 利 益 693 
営 業 外 収 益  

受 取 利 息 4  
受 取 配 当 金 8  
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 4  
助 成 金 収 入 16  
保 険 解 約 返 戻 金 26  
そ の 他 72 131 

営 業 外 費 用  
支 払 利 息 175  
売 上 割 引 124  
手 形 売 却 損 7  
為 替 差 損 148  
そ の 他 18 473 

経 常 利 益 351 
特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 0  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4  
事 業 譲 渡 益 349  
持 分 変 動 利 益 4  
為 替 換 算 調 整 勘 定 取 崩 益 73  
そ の 他 9 440 

特 別 損 失  
固 定 資 産 除 売 却 損 0  
減 損 損 失 25  
特 別 退 職 金 141  
代 理 店 解 約 損 39  
関 係 会 社 閉 鎖 に 伴 う 損 失 217  
そ の 他 182 609 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 182 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 115  
過 年 度 法 人 税 等 16  
法 人 税 等 調 整 額 370 503 

少数株主損益調整前当期純損失 320 

少 数 株 主 利 益 2 
当 期 純 損 失 323 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 

【修正後】 



 更新日時:2013/06/17 19:43:00 印刷日時:2013/06/17 19:44:00 
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連結株主資本等変動計算書 
   

 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

 
株  主  資  本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成24年４月１日残高 6,000 306 2,259 △107 8,458 

当 期 変 動 額  

 当 期 純 損 失 △253 △253 

 自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 

 株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

 

当 期 変 動 額 合 計 － － △253 △0 △253 

平成25年３月31日残高 6,000 306 2,006 △107 8,205 

 

 

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算 
調整勘定 

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平成24年４月１日残高 105 △4,773 △4,667 － 3,790 

当 期 変 動 額  

 当 期 純 損 失 △253 

 自 己 株 式 の 取 得 △0 

 株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△55 782 727 58 785 

当 期 変 動 額 合 計 △55 782 727 58 532 

平成25年３月31日残高 50 △3,990 △3,940 58 4,323 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 

 

 20 頁 
【修正前】 



 更新日時:2013/06/17 19:43:00 印刷日時:2013/06/17 19:44:00 
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連結株主資本等変動計算書 
   

 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

 
株  主  資  本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成24年４月１日残高 6,000 306 2,259 △107 8,458 

当 期 変 動 額  

 当 期 純 損 失 △323 △323 

 自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 

 株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

 

当 期 変 動 額 合 計 － － △323 △0 △324 

平成25年３月31日残高 6,000 306 1,935 △107 8,134 

 

 

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算 
調整勘定 

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平成24年４月１日残高 105 △4,773 △4,667 － 3,790 

当 期 変 動 額  

 当 期 純 損 失 △323 

 自 己 株 式 の 取 得 △0 

 株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△55 773 718 58 776 

当 期 変 動 額 合 計 △55 773 718 58 452 

平成25年３月31日残高 50 △4,000 △3,949 58 4,243 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて、表示しております。 

 

【修正後】 



 更新日時:2013/06/17 19:43:00 印刷日時:2013/06/17 19:44:00 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成25年５月16日 
 

テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社 
 

 取 締 役 会  御 中 
 
 

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 有 限 責 任 監 査 法 人 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 大 村  茂 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 桐 川  聡 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 金 子 勝 彦 ㊞

 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ティアック株式会社の平成24年４月１日

から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。 

 

 

 

 

 24、25 頁 
【修正前】 



 更新日時:2013/06/17 19:43:00 印刷日時:2013/06/17 19:44:00 
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監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、ティアック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る

期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以 上 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成25年６月16日 
 

テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社 
 

 取 締 役 会  御 中 
 
 

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 有 限 責 任 監 査 法 人 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 大 村  茂 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 桐 川  聡 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 金 子 勝 彦 ㊞

 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ティアック株式会社の平成24年４月１日

から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。 

 

 

 

 

【修正後】 
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監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、ティアック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る

期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

その他の事項 

「第65回定時株主総会招集ご通知の一部修正について」に記載されているとおり、会社は、連結

計算書類を訂正している。なお、当監査法人は、訂正前の連結計算書類に対して平成25年５月16日

に監査報告書を提出した。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以 上 
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監査役会監査報告書謄本 
 

 

 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第65期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体

制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。 

 なお、財務報告に係る内部統制については取締役等及び太陽ＡＳＧ有限責任監査法人から当該

内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属

明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 

 28、29 頁 
【修正前】 
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２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

   会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

  平成25年５月17日 

ティアック株式会社 監査役会 

常勤監査役 牧 野 信 明 ㊞

社外監査役 平 岡   繁 ㊞

社外監査役 原   琢 己 ㊞
 

以 上 
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監査役会監査報告書謄本 
 

 

 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第65期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体

制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。 

 なお、財務報告に係る内部統制については取締役等及び太陽ＡＳＧ有限責任監査法人から当該

内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属

明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 

【修正後】 
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２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。な

お、「第65回定時株主総会招集ご通知の一部修正について」に記載されているとおり、会社

は連結計算書類を訂正しており、訂正後の連結計算書類に対して平成25年６月16日付けの監

査報告書を会計監査人より受領しております。 

 

  平成25年６月17日 

ティアック株式会社 監査役会 

常勤監査役 牧 野 信 明 ㊞

社外監査役 平 岡   繁 ㊞

社外監査役 原   琢 己 ㊞
 

以 上 
 

 

以 上 


